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令和４年度 滋賀労働局の取組
～９月末の状況 ～

滋賀労働局の最重点対策

第１ 雇用維持・労働移動等に向けた支援やデジタル化への対応

第２ 多様な人材の活躍促進

第３ 誰もが働きやすい職場づくり

令和４年１２月１４日
第４７回 地方労働審議会 資料
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Ⅰ 「新型コロナウイルス感染症」
の影響に対する取組
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１ 雇用失業情勢１ 雇用失業情勢
○令和４年９月の基調判断：

県内の雇用情勢は、持ち直しているものの、新型コロナウイルス感染症が雇用に与える影響に引き続き

注意する必要がある。

○一般職業紹介状況（令和４年９月分）

・有効求人倍率（季節調整値）は 1.14倍で、前月に比べ0.02ポイント上昇（４か月連続の上昇）
・新規求人倍率（季節調整値）は 1.87倍で、前月に比べ0.28ポイント低下（３か月ぶりの低下）
・正社員有効求人倍率（原数値）は 0.81倍で、前年同月より比べ0.13ポイント上昇（17か月連続の上

昇）
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（倍）

3



１ 雇用失業情勢１ 雇用失業情勢
○ 産業別新規求人の推移

令和3年同月比 令和元年同月比

新規求人数 7,970 6.4% ▲ 9.8% 7,492 8,840

新規求職者数 4,420 ▲ 5.7% ▲ 11.2% 4,687 4,980

有効求人数 23,860 14.3% ▲ 6.2% 20,871 25,439

有効求職者数 21,428 ▲ 2.4% 6.8% 21,962 20,071

令和元年9月令和４年9月 令和３年9月

○ 求人・求職の状況（原数値）

（人）

令和3年 同月比 令和元年 同月比

7,970 6.4% ▲ 9.8% 7,492 8,840

うち建設業 582 ▲ 5.2% 8.2% 614 538

うち製造業 1,629 5.8% 15.0% 1,539 1,416

うち情報通信業 44 ▲ 70.3% ▲ 60.4% 148 111

うち運輸業、郵便業 537 ▲ 12.4% ▲ 27.2% 613 738

うち卸売業、小売業 674 ▲ 7.2% ▲ 37.3% 726 1,075

137 33.0% 42.7% 103 96

568 133.7% ▲ 36.5% 243 894

342 ▲ 2.0% ▲ 8.1% 349 372

うち教育、学術支援業 94 ▲ 9.6% 6.8% 104 88

うち医療、福祉 1,735 13.4% 2.4% 1,530 1,694

うちサービス業 1,084 6.1% ▲ 13.5% 1,022 1,253

令和３年9月 令和元年9月

うち学術研究、専門・技術サービス業

うち宿泊業、飲食サービス業

うち生活関連サービス業、娯楽業

全産業

令和４年9月

○ 産業別新規求人数の状況（原数値）
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（人）

建 設 業 製造業 情報通信業

運輸業,郵便業 卸売業・小売業 学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業,飲食サービス業 生活関連サービス業、娯楽業 教育、学習支援業

医療,福祉 サービス業
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0
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3000【相談件数】 ９月30日までに滋賀労働局、労働基準監督署、ハローワークに

寄せられた相談件数＝延べ52,579件

うち雇用調整助成金

緊急事態
宣言
4/16

緊急事態宣言
解除 5/14

まん防
適用
8/6

緊急事態宣言
8/27

緊急事態宣言
解除 9/30

【新型コロナ感染症の影響による特別労働相談窓口】
①滋賀労働局（令和２年２月14日開設）

②東近江労働基準監督署（令和２年３月23日開設）

③彦根公共職業安定所（令和２年３月23日開設）

【新卒者内定取消等特別相談窓口】
滋賀新卒応援ハローワーク（令和２年４月13日開設）

【派遣労働者の相談窓口】
滋賀労働局（令和２年5月14日開設）

【雇用調整助成金相談窓口】
滋賀労働局

【母性健康管理措置等に係る特別相談窓口】
滋賀労働局（令和２年10月１日開設）

【新型コロナウイルス感染拡大防止対策相談コーナー】
滋賀労働局（令和３年２月15日開設）

【コロナ対応ステップアップ相談窓口】
すべてのハローワーク（令和３年３月開設）

【小学校休業等対応助成金に関する特別相談窓口】
滋賀労働局（令和３年９月30日開設）

２ 特別相談窓口等の設置・相談状況２ 特別相談窓口等の設置・相談状況

（主な相談内容）
雇用調整助成金： 43,298件
休業： 2,514件
解雇・雇止： 631件
保護者の休暇助成金： 2,193件
雇用保険： 660件
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①道路旅客運送業

2%

②道路貨物運送業

4%

③宿泊業

4%

④飲食業

24%

⑤旅行業

2%

⑥製造業

32%

⑦労働者派遣業

7%

⑧医療，福祉

8%

⑨卸売業，小売業

13%

⑩建物サービス業

4%

【相談者の業種別】

※「その他・不明」を除



３ 各種助成金等の取扱い状況３ 各種助成金等の取扱い状況

【小学校休業等対応助成金】

➤R4/９/末時点 申請件数 3,438件

支給決定件数 1,929件

【産業雇用安定助成金】
➤Ｒ４/９/末時点 計画届受理件数

（変更届除く） 16件
支給決定件数 47件

【新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金】
➤Ｒ４/９/末時点 申請件数 35,532件

支給決定件数 31,850件

【雇用調整助成金・緊急雇用安定助成金】
➤Ｒ４/９/末時点 申請件数 58,985件

支給決定件数 58,463件

雇用調整助成金等の支給申請（支給決定）状況（週ごと）

累計 累計 累計
～ R4.7.8 55,858 55,459 395.0

R4.7.9 ～ R4.7.15 292 56,150 280 55,739 1.3 396.2
R4.7.16 ～ R4.7.22 178 56,328 208 55,947 1.2 397.4
R4.7.23 ～ R4.7.29 320 56,648 270 56,217 1.8 399.3
R4.7.30 ～ R4.8.5 310 56,958 251 56,468 1.2 400.4
R4.8.6 ～ R4.8.12 223 57,181 246 56,714 1.3 401.7
R4.8.13 ～ R4.8.19 167 57,348 275 56,989 1.2 402.9
R4.8.20 ～ R4.8.26 279 57,627 227 57,216 0.7 403.6
R4.8.27 ～ R4.9.2 340 57,967 290 57,506 1.1 404.6
R4.9.3 ～ R4.9.9 251 58,218 282 57,788 1.0 405.7
R4.9.10 ～ R4.9.16 260 58,478 247 58,035 1.1 406.7
R4.9.17 ～ R4.9.23 150 58,628 139 58,174 0.5 407.3
R4.9.24 ～ R4.9.30 357 58,985 289 58,463 1.3 408.6

雇調金 277 43,931 247 43,599 1.25 378.2
緊安金 80 15,054 42 14,864 0.04 30.3

22,819
令和２年度
令和３年度

支給決定件数（件） 支給決定金額（億円）

※R4.9月末時
点の内訳

参考

期間（週）
支給申請件数（件）

支給申請件数（件）支給決定件数（件） 支給決定金額（億円）

238.1
135.6

27,805
23,072

28,607

小学校休業等対応助成金について、小学校等の保護者を対象とした案内チラシを作成し、滋賀県教育委員会及び滋
賀県健康福祉部を通じて、県内小学校、保育所等において保護者に配付していただくよう協力要請を行った。また、
対象者の利用が多い図書館にもリーフレットの配架要請を行った。 さらには、経済団体、労働者団体を通じて、広
く事業主、労働者に周知していただくよう協力要請を行った。（対象期間延長の都度実施 ４月８日、７月７日）
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Ⅱ 職業安定行政の取組
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１ 職業紹介業務の充実・強化１ 職業紹介業務の充実・強化

項目 目標 実績値
（4月～9月）

進捗率

就職件数（一般） 18,191件以上 8,314件 45.7%

求人充足数（一般、受理地ベース） 16,975件以上 7,679件 45.2%

雇用保険受給者の早期再就職件数

（4月～8月）
4,615件以上 2,140件 46.4%

～主要指標～

～重点指標～

項目 目標 実績値
（4月～9月）

進捗率

生活保護受給者等就労自立促進事業

の就職率
63.6%以上 68.1% ー

障害者の就職件数 1,246件以上 644件 51.7%

新卒者支援に係る就職支援ナビゲー

ターの支援による新規卒業予定者等

（既卒者含む）の正社員就職件数

1,810件以上 925件 51.1%

ハローワークの職業紹介により、正

社員に結びついた就職氷河期世代の

不安定就労者・無業者の件数

1,055件以上 450件 42.7%

ハローワークの職業紹介により、正

社員に結びついたフリーター等の件

数

1,386件以上 531件 38.3%

公的職業訓練の修了３か月後の就職

件数
903件以上 562件 62.2%

マザーズハローワーク事業における

担当者制による就職支援を受けた重

点支援対象者の就職率

90.2％以上 91.2% ー

人材不足分野の就職件数 3,584件以上 1,677件 46.8%

生涯現役支援窓口での65歳以上の就

職件数
569件以上 278件 48.9%

ハローワークが「雇用のセーフティーネット」として

の役割を果たすため、マッチング機能の強化、業務の改

善及びサービスの向上について継続的な取組みを実施。
○ 主要指標･･･ハローワークのマッチング機能に関する業務のうち、特に

中核業務の成果を測定する評価指標

○ 重点指標･･･ハローワークのマッチング機能に関する業務のうち、地域

の雇用に関する課題を踏まえ、ハローワークごとに特に

重点的に取り組む業務に関する評価指標

○ 求職者に対する支援

・担当者制によるきめ細やかな職業相談、職業紹介。
・子育て中の方、学卒者、氷河期世代の方を対象に

オンラインでの就職支援セミナーを実施。
・求職者マイページの開設促進、活用を進めていく

ため、マイページの活用セミナーを実施。
○ 求人者に対する支援

・求人部門と職業紹介部門が連携して、求人事業所
見学会や求人説明会等を実施。

・求人の内容の充実、求職者に対して魅力ある求人
の作成。

○がん等の長期にわたる治療等が必要な疾病を持つ求

職者の方に対して、がん連携先病院と連携した就職

支援の実施。

○ 農林漁業分野に対する充足支援の実施。

取組状況取組状況

8



２ 人材不足分野のマッチング２ 人材不足分野のマッチング

送電線工事職業セミナー

事業所見学会

医療・福祉、警備、運輸、建設などの雇用吸収力の高い分野へのマッチング支援を強化するため、ハローワーク大津

に設置した「人材確保対策コーナー」を中心に、当該分野の仕事の魅力を発信し求職者の拡大を図るとともに、求人者

に対しては、求人充足のための支援を強化し両者を結び付けるマッチング機会の充実を図る。

（目標） 人材不足分野の就職件数 ３,５８４件 以上 → （実績） 就職件数 １,６７７件（※）（進捗率46.８％）

（※） 医療・福祉１,055件（62.9％）、運輸324件（19.3％）、警備159件（9.5％）、建設139件（8.3％）

取組状況取組状況

○ 求人者に対する支援

・求人充足に向けた助言・指導。

○ 求職者に対する支援

・担当者制による、きめ細かな職業相談・職業紹介。

○ 関係機関等との連携による支援

・ハローワーク大津の人材確保対策コーナーでは、福祉人材センターなど

の関係機関と連携し、事業所見学会、セミナー、就職説明会等を定期的

に開催し、マッチングの促進を図る。

令和４年度の目標及び進捗状況
（令和４年９月末現在）

令和４年度の目標及び進捗状況
（令和４年９月末現在）

9



10

３ 地方自治体との連携３ 地方自治体との連携
○ 全国ネットワークで職業紹介・雇用保険・雇用対策を一体的に行う国（労働局・ハローワーク） と、地域の実情

に応じた各種対策を行う地方公共団体（都道府県・市区町村）が、地域の課題に一体となって雇用対策に取組む「雇

用対策協定」について、平成25年11月に滋賀県と締結。

○ 国が行う無料職業紹介と地方公共団体が行う各種支援策を一体的に取組みを行う「一体的実施事業」の実施。

（令和４年９月末現在 滋賀県、湖南市、野洲市、大津市と締結を結び、事業実施）

○ ハローワークが地方自治体の福祉事務所等と連携して、生活保護受給者などの生活困窮者の就労支援を行う「生活保

護受給者等就労自立支援促進事業」（※）の実施。

（※）（目標）生活保護受給者等就労自立促進事業の就職率 ６３．６％以上 → （実績（９月末現在）） ６８．１％

取組状況取組状況

自治体 名称 概要
取組状況

（９月末現在）

滋賀県 シニアジョブステーション滋賀
大津駅前の滋賀ビル５階に開設し、滋賀県とハローワークによる中高年齢

者を対象としたキャリア相談・就労支援を一体的に実施

就職率 36.6％

（目標値：３8.6％／目標値

差▲2.0p）

滋賀県
滋賀マザーズジョブステーショ

ン・草津駅前

ＪＲ草津駅前のガーデンシティ草津３階に開設し、滋賀県とハローワーク

による子育て中の方を対象とした職業相談・職業紹介及び就労支援を一体

的に実施

就職率 40.1％

（目標値：41.5％／目標値

差▲1.4p）

湖南市
湖南障がい者等職業相談コーナー

「チャンスワークこなん」

市役所庁舎内に開設し、市とハローワークによる障害者や福祉施策を受け

ている就職困難者・生活困窮者に対する生活支援や就労支援など一体的支

援等の実施

就職率　430.0％　　　　　　

（目標値：29.3％／目標値

差＋400.7p）

野洲市
野洲生活困窮者等就労相談コー

ナー「やすワーク」

市役所庁舎内に開設し、生活困窮者や就職困難者の相談に応じ、助言・提

案・各就労支援関係機関の紹介などの情報提供を行い、市とハローワーク

による一体的支援を実施

就職率　108.0％

（目標値：65.0％／目標値

差＋43p）

大津市
大津市福祉事務所就労支援ステー

ション「ステップアップおおつ」

市役所庁舎内にハローワークの窓口を開設し、生活困窮者の求職活動に対

し、職業相談・職業紹介などの就労支援を一体的に実施

就職率　62.2％                  

 （目標値：65.0％　／目標

値差▲2.8p） 10



４ 子育て等により離職した女性の再就職の支援４ 子育て等により離職した女性の再就職の支援

2,148 

2,860 2,916 2,906 

1472

829
1039 1016 1021

477

88.7
91.5 95.1 95.2

91.2

H30 R1 R2 R3 R4.9

新規求職者数 就職件数

重点支援対象者就職率

ハローワーク大津・彦根・東近江に、マザーズコーナーを設置し子育て等により離職した女性の方に対し、子ども連

れでも、ハローワークを利用しやすい環境を整備し、個々の求職者の状況に応じた担当者制による個別支援を実施。

令和４年５月14日に、ハローワーク甲賀にマザーズコーナーを新設し、県内における子育て中の女性等の方に対する

就職支援の充実。

（目標） 担当者制による就職支援を受けた重点対象者の就職率 ９０．２％以上 →  （実績）９１．２％

○ 就職支援ナビゲーターを配置し、担当者制による職業相談・職業紹介等を実施。

○ 仕事と子育てが両立しやすい求人情報を収集し、１か月に１回、当該求人をまとめた

「子育て世代応援求人」情報誌を作成し、管内の自治体などにも送付。

○ コロナ禍の影響で、ハローワークを利用することが難しい求職者の方に対して、

オンラインセミナーやオンライン職業相談の実施。

○ ハローワーク大津のマザーズコーナでは今年度からLINEを開設し、セミナーの案内など

就職に向けて役立つ情報を発信。（11月４日現在、189件の登録。）

○保育所等の入所申込時期に合わせ、滋賀県と共催により、「９月内定、翌年４月以降の就職が可能

な求人、事業所内に託児所がある求人」を集めた面接会を実施。

（実績：参加事業所 ３０社（延べ）、参加求職者 77名、就職件数 31件（10月25日現在））

取組状況取組状況
マザーズハローワーク事業職業紹介状況

令和４年度の目標及び進捗状況
（令和４年９月末現在）

令和４年度の目標及び進捗状況
（令和４年９月末現在）
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５ 新規学卒者等・フリーターへの就職支援５ 新規学卒者等・フリーターへの就職支援

令和４年度の目標及び進捗状況
（令和４年９月末現在）

令和４年度の目標及び進捗状況
（令和４年９月末現在）

「しが新卒応援ハローワーク」を中心に、県内の学校等とも連携し、大学・短大・専修学校等の学生の方や卒業後概

ね3年以内の方を対象に、 就職支援専門のナビゲーターによるきめ細やかな就職支援の実施。

（目標）就職支援ナビゲーターの支援による正社員就職件数 １,８１０件以上 → （実績）９２５件（進捗率51.1％）

（目標）ハローワークの職業紹介により正社員に結びついたフリーター等の件数 １,３８６件以上 →

（実績）５３１件（進捗率38.３％）

取組状況取組状況

○高卒者支援
・求人数は4,905人（９月末現在）で前年同期比28.8%増加、求人倍率は2.6
倍で前年同期比0.67ポイント上昇。
・未内定者に対しては高校就職相談会（11月9日）の開催や就職支援ナビゲー
ターによるきめ細かな個別支援の実施。
○大卒者等支援
・合同就職説明会「しがジョブフェア2022」を開催（６月28日）し、企業60

社と学生（既卒後３年以内の者含む）58人が参加。
○フリーター支援
・ハローワークに配置している就職支援ナビゲーターが中心となり、トライア
ル雇用等各種支援制度を活用し、正規雇用化を推進。
○ユースエール（若者雇用促進法に基づく認定制度）
・認定企業の増加に向けた周知等の実施。（認定企業14社（９月末現在）） 12



６ 就職氷河期世代の活躍支援６ 就職氷河期世代の活躍支援
バブル崩壊後の1990～2000年代、雇用環境が厳しい時期に就職活動を行い、現在も様々な課題に直面している氷河

期世代（35歳～54歳）の方について、しが新卒応援ハローワークに設置している専門窓口を中心に、各ハローワーク

において、就職氷河期世代限定、歓迎求人の積極的な開拓、「短期資格等習得コース」を始めとした公的職業訓練等の

情報提供を行うなど、個々の求職者の状況に応じた支援の実施。

（目標）ハローワークの職業紹介により、正社員に結びついた就職氷河期世代の

不安定就労者・無業者の件数 1,055件以上→（実績）４５０件（進捗率42.7％）

取組状況取組状況

○ 就職氷河期世代支援の推進に向けて、経済団体、労働団体等の関係機関が構成員となっ

た第4回「滋賀県就職氷河期活躍支援プラットフォーム」会議を令和4年5月31日に開催。

○ 滋賀新卒応援ハローワークに設置している「しが就職氷河期世代サポートコーナー」

においては

・「35歳～54歳の就活応援セミナー」をハイブリッド形式で定期的に開催。

・地元のラジオ局（エフエム草津）を活用した、周知広報の実施。

・滋賀県と共催で、「就職難からの脱出～正社員採用を目指す人のためのマッチングイベント」を

開催。（８月に、長浜市及び東近江市管内、10月には、大津市管内で開催）

・ファイナンシャルプランナーによる個別相談の実施。

・就職氷河期世代職場実習・体験（インターンシップ）制度の活用の推進。（9月末現在５件）

令和４年度の目標及び進捗状況
（令和４年９月末現在）

令和４年度の目標及び進捗状況
（令和４年９月末現在）
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＜県内ハローワークにおける職業紹介状況＞

障害種別就職件数の推移（件数）

７ 障害者の就労促進７ 障害者の就労促進
令和３年６月１日現在の障害者雇用状況報告において、滋賀県内に本社のある民間企業に雇用されている障害者は

３,３７３.５人（※１）、実雇用率は２.３３％ （※２）、法定雇用率達成企業の割合は５４．０％ （※３）。

ハローワークと障害者就業・生活支援センターなどの関係機関が連携し、採用から職場定着までの一貫したチーム支

援を行うなど、県内における障害者雇用率達成企業数の増加に努めていく。
（※１）前年から3.7％、121.5人の増加、12年連続過去最高を更新。（※２）前年から0.04ポイント上昇、全国平均2.20％を上回る。（※３）前年から2.2ポイン

ト低下したものの、全国平均47.0％を上回る。

（目標）就職件数について、前年度実績（１,２４６件）以上 → （実績）６４４件（進捗率51.7％）

令和４年度の目標及び進捗状況
（令和４年９月末現在）

令和４年度の目標及び進捗状況
（令和４年９月末現在）

○ ハローワークにおいて、障害者を1人も雇用して

いない企業（障害者雇用０人企業）に対する、重点

的な雇用率達成指導の実施。

○ 地域の障害者雇用のロールモデルとなる障害者雇用

優良中小事業主の認定（もにす認定）企業の増加に

向けた取組みの実施。

○ コロナ禍の影響により、実施を見合わせて

いた障害者雇用の面接会について、今年度は

下期に、事前予約制で開催予定。

取組状況取組状況
＜認定事業所２社の認定式の実施＞

（令和４年４月26日）

電気硝子ユニバーサポート㈱

㈱星光舎
14



８ 高齢者の就労・社会参加の促進８ 高齢者の就労・社会参加の促進

９ 外国人に対する支援９ 外国人に対する支援

（目標）生涯現役支援窓口での６５歳以上の就職件数 ５６９件以上 → （実績）２７８件（進捗率４８.９％）

ハローワークに高齢者の就職支援に取り組む「生涯現役支援窓口」（※）を設置し、職業生活の再設計にかかる支援
やチーム支援を総合的に実施。
（※）ハローワーク高島を除く県内各ハローワークに設置。

令和４年度の目標及び進捗状況
（令和４年９月末現在）

令和４年度の目標及び進捗状況
（令和４年９月末現在）

取組状況取組状況

○ 高年齢求職者向け求人開拓の実施及び求人情報の提供。
○ シルバー人材センター、シニアジョブステーション滋賀等と連携したシニアセミナーの開催。
○ 中高年齢者に対する就労機会の増大のため就職面接会を開催。

ハローワークにおける就職支援及び外国人労働者が能力を発揮できる就労環境の確保。

令和４年度の目標及び進捗状況
（令和４年９月末現在）

令和４年度の目標及び進捗状況
（令和４年９月末現在）

（目標）外国人労働者を雇用する事業主に対する外国人雇用管理改善指針等
に基づく指導・援助のため、事業所訪問指導件数 ２６６件以上 →（実績）１３２件（進捗率49.6％）

取組状況取組状況

○ハローワーク職員、外国人雇用管理アドバイザーによる外国人労働者を雇用する事業主に対する雇用管理指導の実施。

○ 定住外国人の安定的な就職及び職場定着を図るため外国人就労・定着支援研修の積極的な活用。

○ハローワークにおける通訳員、音声翻訳機及び求人票の自動翻訳機を活用した外国人求職者の就職支援の実施。 15



10 人材開発関係業務の取組10 人材開発関係業務の取組

（目標）公的職業訓練の修了３ヶ月後の就職件数 ９０３件以上 → （実績）５６２件（進捗率６２.２％）

滋賀県職業訓練実施計画を策定し、滋賀県、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構滋賀支部と緊密な連携を図

りながら、効果的な職業訓練の実施。

取組状況取組状況

○ 昨年度末に策定したPR動画をハローワークの待合や雇用保険説

明会開始前に放映するなど、求職者に対して職業訓練の積極的な

周知の実施。

○ 地元のラジオ局（エフエム草津）を活用した周知広報の実施。

○ 令和４年６月にtwitterを開設し、SNSを活用した職業訓練の

情報発信を開始。

○ 従業員に職業訓練を行う事業主に対して、助成を行う人材開発

支援助成金について、今年度から新たに創設された「人への投資

促進コース」の活用勧奨に向けて、オンライン説明会の開催。

令和４年度の目標及び進捗状況
（令和４年９月末現在）

令和４年度の目標及び進捗状況
（令和４年９月末現在）

○ 公共職業訓練（雇用保険受給者を対象）

○ 求職者支援訓練（雇用保険を受給できない者を対象）

※ 機構とは、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構滋賀支部の略

※ 括弧内は、デジタル訓練における定員数、受講者数、充足率。なお、県
における施設内訓練においては、８月時点、デジタル訓練の設定は無し。

※ ７月より、求職者支援訓練に雇用保険受給者の受講指示が可能。

（twitter投稿例）

訓練定員

（４月～８月）

受講者数

（４月～８月）
充足率

803人（75人） 641人（69人） 79.8％（92.0％）

うち委託訓練 521人（60人） 423人（56人） 81.2％（93.3％）

うち施設内訓練（県） 115人（-） 77人（-） 67.0％（-）

うち施設内訓練（機構） 167人（15人） 141人（13人） 84.4％（86.7％）

合計  公共職業訓練

訓練定員

（４月～８月）

受講者数

（４月～８月）
充足率

80人（15人） 47人（14人） 58.8％（93.3％）求職者支援訓練
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Ⅲ 雇用環境・均等行政の取組
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１ 柔軟な働き方がしやすい環境整備 1/2１ 柔軟な働き方がしやすい環境整備 1/2

企業における労働時間、休日、休暇等の設定改善に向けた取組を支援することを目的とした働き方・休み方
改善コンサルタントによる個別企業への訪問コンサルティングを９月末までに１９件行った。
各企業における課題を把握するとともに、具体的な改善プランを提示し取組を促した。
また、生産性を高めながら労働時間の削減に取り組む中小企業事業者を対象に助成を行う「働き方改革推進
支援助成金」の紹介も行っている。

Ｒ４ 働き方改革推進支援助成金申請状況
（９月末時点）

交付決定
（件）

支給決定
（件）

労働時間短縮・年休促進支援コース ５０ １

勤務間インターバル導入コース ３ ０

労働時間適正管理推進コース ２ ０

団体推進コース １ ０

18

ワーク・ライフ・バランスの推進や働き方改革の課題解決などの情報交換の場としてワークショップを開催。
生産性向上＆業務効率化の実現に向けた実践のヒントを参加者同士が意見を出し合い検討した。
上半期は４回（うちオンライン３回）開催し、延べ１３社が参加。参加企業からは「とても楽しい時間でし

た。
ファシリテーターの方が上手くまとめてくださるので非常にわかりやすかったです。このようなワークショッ
プは初めて参加させてもらったので緊張していましたが、最初から話しやすい雰囲気を作ってくださっていた
お陰であっという間の１時間半でした。違う職種の方のお話も聞けて、良い経験と勉強になりました。」など
の感想が寄せられた。

【労働時間等設定改善に関する個別企業への訪問コンサルティング支援】

【ワークショップの開催】

年度別・訪問コンサルティング支援件数

Ｒ１ ９４件

Ｒ２ ６４件

Ｒ３ ７６件

Ｒ４ 上半期で１９件



○事業実績（９月末現在）

①メルマガ（毎月1,345名）facebookに
よる情報発信

②リーフレット（センター周知48,180枚
・セミナー37,440枚）、ポスター（セ
ンター周知400枚・セミナー200枚）の
配付

③商工団体のＨＰ、メルマガ、広報への
掲載

○センター・セミナー等の周知・広報

１ 柔軟な働き方がしやすい環境整備 2/2１ 柔軟な働き方がしやすい環境整備 2/2

○事業内容

センター（コラボしが21内）に社労士が常駐して電話・
メール・来所による相談に対応。

電話相談

（令和４年度受託者：（一社）滋賀経済産業協会）
滋賀働き方改革推進支援センター 事業実績

商工会議所、商工会、自治体、よろず支援拠点、業界
団体、労働基準監督署等と連携したセミナー、ワーク
ショップの開催。
研修会、講習会、セミナーに講師を派遣。オンライン
も対応。

セミナーの開催
セミナーへの
講師派遣

希望により社労士が企業へ訪問し、相談に対応。
（１つの支援テーマにつき原則３回まで）

企業への訪問コ
ンサルティング

センター相談 訪問コンサルティング支援 セミナー

年間目標 ４６０件 ４８０回 （１回目２００回） ４０回

実績 ３８８件 ３３６回 （１回目２１７回）
１６回

（うちオンライン１０回）
※参加者数２５．５名／回

進捗率 ８４％ ７０％ ４０％
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２ 雇用形態に関わらない公正な待遇の確保 １/2２ 雇用形態に関わらない公正な待遇の確保 １/2

目標

１.趣旨・目的
令和３年４月より全ての働き方改革関連法が中小企業へ適用された。令和４年度の働き方改革推進支援事業は、働き方改

革関連法に加えて育児・介護休業法、仕事と育児・介護の両立支援やハラスメント対策など幅広い取組への支援に拡大して
いるところである。このようなことから、滋賀労働局雇用環境・均等室及び滋賀働き方改革推進支援センターでは、中小企
業を対象に、働き方改革関法や働きやすい職場づくりへの取組状況に関するアンケートを行い、その結果をもとに業種別の
課題などについて取りまとめ、より効果的なセミナーを開催するための検討材料に活用するとともに、各企業への個別相談
支援、個別訪問支援の足掛かりとすることを目的とする。

２.実施時期：令和４年６月中旬発送～７月15日提出締切
３.対象事業場：県内の従業員11人以上30人以下の事業場（送付件数2,057社）
４.回答総数：631社（回答率30.7％）
【結果（全業種）】

【問】 働き方改革に取り組んでいる施策（複数回答）
１位 年次有給休暇の取得推進（91.7％） ２位 時間外労働の削減（72.3％）

【問】 取り組んでいる施策のうち、効果が現れている施策（複数回答）
１位 オンライン会議の導入（86.9％） ２位 年次有給休暇の取得推進（83.9％）

【問】 働き方改革を推進する上での課題（複数回答）
１位 従業員の理解と協力（51.2％） ２位 業務量に対する適正要員の不足（43.3％）

【問】 働き方改革を推進する上で困っている項目（複数回答）
１位 人材確保・定着（51.8％） ２位 労務管理全般（就業規則や社内規程の見直し等）（19.5％）

中小企業に対する「働き方改革」の取組状況に関するアンケートの実施

20

「パートタイム・有期雇用労働法」の報告徴収：年間実施事業場数１４０社 ➤３１社に実施
「労働契約法（無期転換ルール）」の周知事業場数：年間１４０社 ➤２８３社（セミナー参加を含む）

「同一労働・同一賃金」・「無期転換ルール」の周知・啓発



２ 雇用形態に関わらない公正な待遇の確保 2/2２ 雇用形態に関わらない公正な待遇の確保 2/2
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業務改善や生産性向上等に取り組み、事業場内最低賃金を引き上げる中小企業・小規模事業者を支援

業務改善助成金の申請状況（令和4年度）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 計

申請件数（件） 10 2 1 3 31 42 89

申請金額（円） 3,744,000 2,000,000 658,000 3,877,000 13,174,000 20,522,000 43,975,000

３ 労働局施策の周知、企画運営３ 労働局施策の周知、企画運営

『労働行政説明会 ～今後の重点施策を一挙紹介～』の開催 （Web)

第１部 変わる法制度

●男女別賃金の公表について ～労働者数301人以上の企業は義務となります

●滋賀県最低賃金の改正について

●中小企業の賃金引上げをサポートします ～業務改善助成金について

●育児休業制度が変わります！ ～改正育児・介護休業法について

●令和４年10月改正の育児休業給付制度について

●労働者の募集のルールが変わります ～改正職業安定法について

●法定割増賃金率の引き上げについて

●化学物質に関する法令改正について

●建設事業、自動車運転の業務、医師に係る時間外労働の上限規制について

第２部「まもる・はぐくむ」ための各種取組・制度

～誰もが安心して働ける滋賀をめざして～

●滋賀賀県産業安全の日（11月15日）について

●在籍型出向等支援事業について

●企業内で人材育成に取り組む事業主の皆さまへ

～人材開発支援助成金のご案内

○参加者数
378社 565名



４ 総合的なハラスメント対策の推進４ 総合的なハラスメント対策の推進

○職場におけるハラスメント対策に関する説明会において、改正労働施策総合推進法への具体的対応について周
知、啓発を行った。また、公共職業安定所主催の採用選考研修会において、いわゆる就活セクハラが行われること
のないよう、企業が留意すべき事項を説明する等周知に努めた。

○ハラスメント防止に係る報告徴収は、令和４年９月末現在延べ35件実施（助言は延べ1件実施）。

○本年度９月末までに雇用環境・均等室及び管内4カ所の
総合労働相談コーナーに寄せられたハラスメント関連の
相談は延べ1,025件で、昨年度よりも件数は増加傾向に
あり、いじめ・嫌がらせを含むパワハラに関する相談の
比率が高くなっている。

○本年９月末までに実施したハラスメントに関する紛争解決援助は、セクシュアルハラスメントに関するもの３
件、パワーハラスメントに関するもの10件（うち、パワーハラスメント防止措置に関するもの10件、相談を理由
とする不利益取扱いに関するもの0件）となっている。

69
92 77

150 130

40

H29 H30 R1 R2 R3 R4・9

セクシュアルハラスメントの相談件数

121 115 163 219 205 
102 

127 114 
118 

280 270 

90 

H29 H30 R1 R2 R3 R4・9

妊娠・出産等不利益取扱

マタニティハラスメント等

いわゆるマタニティハラスメントの相談件数

936 1019
857 779

980

486

178

254

308

H29 H30 R1 R2 R3 R4・9

パワーハラスメント いじめ・嫌がらせ

パワーハラスメント（いじめ・嫌がらせ）の相談件数

※R2･6～「パワハラ」を別計上
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パワハラ
1234
67%

マタハラ
475
26%

セクハラ
130
7%

R3

パワハラ
793
77%

マタハラ
192
19%

セクハラ
40
4%

R4･4～9

（総合労働相談コーナーに寄せられたハラスメント関連相談）



５ 労働関係紛争の早期解決促進５ 労働関係紛争の早期解決促進

○職場のいじめ・いやがらせの問題への対応
管内４か所の総合労働相談コーナーで受けた労働相談は、令和３年

度は14,162件（うち、民事上の個別労働相談件数3,373件）、令和
４年４月から９月末までの上半期では7,197件（うち、民事上の個
別労働相談件数1,766件）であった。内容別（重複を含めた総件
数）では、「いじめ・嫌がらせ」の相談が令和３年度は980件
（27.1％）、令和４年度上半期は486件（25.7％）で最多となって
いる。

○個別労働紛争解決制度の運用状況
個別労働紛争解決促進法に基づく助言・指導の申出件数は、令和３

年度は193件、令和４年度上半期は93件となっており、あっせんの
申請件数は、令和３年度は44件、令和４年度上半期は15件となって
いる。

12,409 
13,734 14,448 13,913 14,327 

15,379 
14,162 

7,197 

2,854 3,000 3,137 3,375 3,250 3,481 3,373 
1,766 

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4・9

総合労働相談件数 民事上の個別労働紛争相談件数

○相談件数の推移

いじめ・嫌がらせ
25.7%

自己都合退職
15.2%

労働条件引下げ
8.5%

解雇
7.9%

退職勧奨
7.8%

その他
35.0%

○個別労働紛争に関する相談の内容別割合

令和４年度
４～９月
1,893件

252 
289 

229 213 
191 

246 

193 

93 80 76 72 64 67 63 
44 

15 

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4・9

助言・指導申出件数 あっせん申請件数

○個別紛争解決制度の運用状況
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６ 女性活躍の推進６ 女性活躍の推進

○ 男女雇用機会均等法の履行確保に関する報告徴収について、上半期は９月末までで33件実施、
51件の助言を行った。助言の内訳は、母性健康管理措置に関するもの（20件）、妊娠・出産等
ハラスメント防止措置に関するもの（18件）、セクシュアルハラスメント防止措置に関するも
の（13件）となっている。

○ また、男女雇用機会均等法に基づく紛争解決援助は9月末現在５件となっている（前年度は年度計8件）。内訳
は、セクシュアルハラスメントに関する紛争が３件、妊娠不利益取り扱いに関する紛争が２件となっている。

○ 均等関係法令に関する相談は、9月末時点で1318件と、前年度を大幅に上回るペースで相談が寄せられている。
（前年度９月末時点：1117件）

○ 令和4年7月8日以降最初に終了する事業年度における男女の賃金差異の公表が義務となる労働者数300人超企業
を対象に、公表の手順や方法について解説するセミナーをWebにより開催し、のべ60名が参加した。

○ 令和４年４月１日以降、女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画策定届の届出義務が労働者数101～300人規
模企業にも拡大されたことを受け、個別に届出勧奨を実施した。その結果、９月末時点で労働者数101～300人規
模企業の届出数は292件（届出率：95.2%）となっている。

268 460 407 234

928

1431 1629

870

76

299 142

37

178 254

308

R1 R2 R3 R4.9
均等法 育児・介護休業法 パート法・パ有法 労推法

2368件

雇用均等関係法令の相談件数の推移

1272件

2432件 ■主な紛争解決援助事例■

・ 妊娠を報告したところ、就業継続できるにもかかわらず休業する

ように命じられた。同じ派遣先での就業継続を拒まれたことか

ら、新たな派遣先の紹介と雇用契約更新を求めたことについて

も、明確な回答を得られなかったことを不服とした紛争（新たな

派遣先の紹介と契約更新により解決）。

・ 現場のリーダーからセクハラを受け休職したところ、休職期間満

了をもって退職になると説明されたことを不服とした紛争（復職

のための３か月の猶予期間を設けることにより解決）。

1449件
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７ 仕事と家庭の両立支援の推進７ 仕事と家庭の両立支援の推進

○育児・介護休業法の履行確保に関する報告徴収について、9月末まで
で33件の報告徴収を実施、法に基づく各制度の整備に関して165件
の助言を行った。

○育児・介護休業法に基づく紛争解決援助は9月末現在３件実施。内訳
は、育児休業等ハラスメントに関する紛争が1件、育児休業不利益取
扱いに関する紛争が1件、個別周知・意向確認に関する紛争が１件と
なっている。

○令和４年４月１日よりくるみん認定制度が改正されたことを受け、
行動計画期間の終了が近い企業を中心に個別に周知・認定申請勧奨
を実施し、今年度は９月末までで３社のくるみん認定を行った。
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県内６社目のプラチナくるみん
株式会社山久（長浜市）

4/26認定証交付の様子
※認定日は令和4年3月28日
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80 くるみん認定件数

プラチナ
くるみん
6社

令和4年9月末
74社

両立支援等助成金の申請状況（９月末時点） 申請件数

１ 出生時両立支援コース ４８件

（うち令和3年度要領分） ３３件

２ 育児休業等支援コース
２９件

３ 介護離職防止支援コース ４件



Ⅳ 労働基準行政の取組

26



1－１ 働き方改革の実現に向けた取組の推進1－１ 働き方改革の実現に向けた取組の推進

「労働時間相談・支援コーナー」の設置

専用の窓口を設けて、主に、中小規模の事業場に対して、労働時間に関する
法制度の周知、長時間労働の削減のための助言・支援を実施。

コーナーにおける相談対応状況：（Ｒ２.４～Ｒ３.３） 1,197件
（Ｒ３.４～Ｒ４.３） 907件
（Ｒ４.４～Ｒ４.９） 467件

436件説明会・訪問支援の実施

働き方改革関連法の周知や、事業場の労働時間に関する法制度等の理解を促進
するために、説明会や研修会を実施。

集団指導・説明会の実施状況：（Ｒ２.４～ R３.３） 18回／432社
（Ｒ３.４～Ｒ４.３） 59回／1,531社
（Ｒ４.４～Ｒ４.９） 16回／374社

また、平成30年８月以降は、特別チームの職員が個々に事業場を訪問して、
働き方改革関連法の内容等、事業場が希望する内容に応じた説明や助言を実施。

訪問支援の実施状況：（Ｒ２.４～Ｒ３.３） 256社
（Ｒ３.４～Ｒ４.３） 371社
（Ｒ４.４～Ｒ４.９） 194社

法令に関する知識や労務管理体制が必ずしも十分ではない中小規模の事業場が、労働時間に関する法制
度を理解した上で、長時間労働の削減のための取組を実施できるよう、きめ細やかな相談・支援を実施。

「労働時間改善指導・援助チーム」による対応

県内全ての労働基準監督署に、労働時間に関する法制度の周知及び指導を集中的に行うための特別
チーム（「労働時間改善指導・援助チーム」）を編成し、働き方改革の推進に向けた取組を実施。

平成30年４月～
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１－２ 働き方改革の実現に向けた取組の推進１－２ 働き方改革の実現に向けた取組の推進
長時間労働の抑制に向けた健康障害防止の監督指導等や、過労死防止対策の推進に取り組む。

実施年度 実施事業場数 違反事業場数

（主な違反状況・指導状況）

備考違法な時間外労働を是正指導
したもの（※）

月80時間以内に削減するよう
指導したもの

令和３年度 380事業場 314事業場（82.6％） 168事業場（44.2％） 62事業場（16.3％） R４.８.29公表

令和２年度 141事業場 122事業場（86.5％） 62事業場（44.0％） 28事業場（19.9％） R３.８.30公表

令和元年度 516事業場 451事業場（87.4％） 290事業場（56.2％） 91事業場（17.6％） R２.10.１公表

※ 36協定なく時間外労働を行っているもの、36協定で定める限度時間を超えて時間外労働を行っているものなど。

長時間にわたる過重な労働による過労死等に係る労災請求が行われた事業場や、時間外・休日労働
時間数が月80時間を超えていると考えられる事業場等に監督指導を実施。

【過去３年間における実施状況】

長時間労働が疑われる事業場に対する監督指導の徹底 通年実施

監督指導実施
事業場数

労働基準関係法
令違反があった

事業場数

主な違反事項別事業場数

労働時間 賃金不払残業
健康障害
防止措置

合計
380 

(100%)
314 

(82.6%)
168

(44.2%)
19

(5.0%)
67

(17.6%)

主
な
業
種

製造業 97 (25.5%) 75 39 4 11

商業 79 (20.8%) 74 39 5 18

保健衛生業 70 (7.1%) 62 40 1 10

建設業 36 (9.5%) 28 13 4 7

接客娯楽業 23 (6.1%) 22 10 1 12

その他の事業 28 (7.4%) 19 8 2 3

【業種別・主な違反事項別の監督指導実施事業場数内訳】 違法な時間外労働があったもののうち、
時間外・休日労働時間数が月80時間超

1 6

25
47

月200時間超 月150時間超～200時間未満

月100時間超～150時間未満 月80時間超～100時間未満

20

0 3

7

10

【令和３年度】 【令和２年度】

75
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実施事業場数 違反事業場数 違反率
主な違反の状況

不適切な労働条件明示 違法な時間外・休日労働 賃金不払残業

令和３年 1,541 1,106 71.8％ 105（ 6.8％） 318（28.8％） 214（13.9％）

令和２年 1,298 937 72.2％ 108（ 8.3％） 260（20.0％） 226（17.4％）

令和元年 1,763 1,328 75.3％ 218（12.4％） 589（33.4％） 357（20.2％）

２ 労働条件の確保・改善に向けた取組の推進２ 労働条件の確保・改善に向けた取組の推進

申告処理状況

送検件数
内訳

労働基準法・最低賃金法 労働安全衛生法

令和３年 10 4 6

令和２年 ５ ３ ２

令和元年 3 1 2

司法処理状況

処理件数
主要事項別内訳

賃金不払 解雇 最低賃金

令和３年 146 110（75.3％） 26（17.8％） 5（3.4％）

令和２年 174 126（72.4％） 26（14.9％） 5（2.9％）

令和元年 219 152（69.4％） 23（10.5％） 5（2.3％）

定期監督等実施状況

※ ２以上の主要事項に該当するものについては複数計上。

※ 定期監督、災害調査、災害時監督の合計。

労働基準監督の仕組み

「労働条件を確かめよう！」
キャラクター「たしかめたん」

●監督指導は、法違反の
疑いがある場合に実施。

●司法処理は、重大・悪質
な場合で、管内の遵法
状況に悪影響がある事案
に対して実施。
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「ゼロ災・滋賀」を合言葉に「死亡者ゼロ」をめざす。
死傷者数を2022年までの５年間で1,274人以下とする。 ～第13次推進計画目標～

⑴ 第13次推進計画に基づく労働災害防止対策の実施
※ 主に、以下の取組を実施。

①監督署では、
●災害が増加傾向にある第三次産業、特に小売業、社会福祉施設、飲食業に対し転倒災害や

動作の反動・無理な動作による腰痛等の防止対策を重点とした集団指導及び個別指導を実施。
●製造業、建設業に対し、「ワースト４災害」（墜落・転落、はさまれ・巻き込まれ、転倒、

腰痛等）防止を重点とした集団指導及び個別指導を実施。
②労働局では

●建設業労働災害防止強化週間前の７月、局長による建設現場パトロールを実施し、ワースト
4災害防止、熱中症予防の啓発及び情報を発信。

●小売業界の安全衛生意識の高揚を図るため、県内トップ４企業を構成員とした「＋Safe
retail協議会」を設立。８月に第１回協議会を開催し、災害防止の取組事例の共有、取組へ
の阻害要因等を検討し、取組事例をまとめたリーフレットをマスコミ等へ情報を発信。

⑵ 新たな化学物質規制の周知、石綿ばく露防止対策の徹底
※ 主に、以下の取組を実施。

●労働局（監督署を含む）では、石綿ばく露防止対策及びリスクアセスメント対象物質の拡
大に伴う新たな化学物質等の管理規制に関する説明会実施したほか、大気汚染防止法を所
管する滋賀県と連携し、制度の周知、広報を実施。

●監督署では、石綿含有建築物の解体に関する届出等に基づき現地調査、個別指導を実施。

⑶ 産業保健活動の推進
※ 主に、以下の取組を実施。

●全国労働衛生週間に先立ち、県内事業場の「労働衛生の現状」をはじめ、健康診断結果
（有所見率は3年連続で全国で最も低い）脳・心臓疾患及び精神障害並びに腰痛の労働災害
発生状況について発表。

⑷ 治療と仕事の両立支援
※ 主に、以下の取組を実施。

滋賀県や滋賀産業保健総合支援センターなどの関係機関に、労使団体、医療機関、相談機関の委
員を中心とした両立支援チーム会議を11月に開催予定。特に輻輳する支援内容、相談窓口を整理
したリーフレット等を作成し、支援制度の周知及び好事例収集の手法等について検討する。

３ 労働者が安全で健康に働くことのできる職場づくり３ 労働者が安全で健康に働くことのできる職場づくり

ワースト4災害防止、周知用リーフレット

＋Safe retail協議会、取組事例リーフレット
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転倒 はさまれ等 墜落・転落 動作の反動等 切れ・こすれ

飛来・落下 激突され 激突 交通事故 その他

（推定値）

(事業場内コロナ
感染症含む）

計９人

計11人
計10人

計19人

計７人

計９人

202 R3.９月末時点の転倒災害

２ 死傷災害の事故型別内訳

◆10月から12月の3か月間に9人が死亡

◆12月に製造業のはさまれ・巻き込まれ災害によ
り３人が死亡

◆７月に建設現場で19歳が死亡

◆９月に製造工場で機械等の
はさまれ・巻き込まれ災害に
より２名(ともに23歳)が死亡

（226）

（661）

（96）

（57）

1,003

1,439

901

1,407

848

～
～

＋

新型コロナ
ウイルス感染症

※( )は新型コロナウイルス感染症

※推定値は9月末からの増加率の平均による

令和４年10月6日
墜落・転落災害、はさまれ・巻き込まれ災
害の防止に重点化した死亡災害多発警戒に
対する緊急要請

（９月末）

【参考】滋賀県における労働災害の発生状況【参考】滋賀県における労働災害の発生状況
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長期未決(受付後6月
経過)件数の推移

R元
年度

R2
年度

R3
年度

R4
9月末

長期未決件数 １３ １０ ９ １９

(参考)新規受給者数 7,752 7,449 7,747 －

４ 迅速・適正な労災補償４ 迅速・適正な労災補償

過労死等を始めとする複雑・困難な事案を含め、労災給付請求に対する迅速・適正な処理を実施。

全国統一の認定基準等に基づく

適正な処理

～過労死等（脳血管疾患・虚血性心疾患、精神障害）の場合～

調査から決定まで
⇒労働時間数の認定、業務に関する出来事の評価
⇒労働局・労基署間で随時協議
⇒業務上・外を慎重かつ適切に判断

(注) 請求年度と支給年度は必ず
しも一致しないものである。

被災された労働者・御遺族への

懇切・丁寧な対応
請求受付から決定までの

迅速な事務処理

過労死等の請求・
支給決定状況

R元
年度

R2
年度

R3
年度

脳・心
疾患

請求件数 ４ ６ ５

支給件数 １ １ ２

精神
障害

請求件数 ２２ ３２ ２７

支給件数 ９ ７ １１

【主な調査】
○事業場より組織・職務・勤務に係る報告、資料の収集
○作業現場等の実地調査
○本人・家族・上司・同僚等からの聴取
○消防・警察出動記録・健保受診歴等の照会
○医学意見（主治医・産業医・専門医）の収集

監督部門・安全衛生部門とも密接に連携し、効果的
・効率的な行政運営に取り組んでいます。

○相談に来られた方へ、制度や請求可能な給付につ
いて、漏れのない懇切・丁寧な説明

○請求されている方へ、定期的な調査状況の説明
○不支給決定時には、理由の丁寧な説明

複雑困難事案を含むすべての労災給付請求につい
て、適正な処理を確保しつつ、迅速処理を徹底
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５ 最低賃金制度の適切な運営５ 最低賃金制度の適切な運営
最低賃金制度が一層適切に有効に機能するため、最低賃金の適正な改正を行うとともに、最低賃金額

及び業務改善助成金の周知と最低賃金の履行確保を図る。

① 滋賀県最低賃金の改正 時間額 927円へ（令和4年10月6日発効）

※本年７月5日、滋賀地方最低賃金審議会へ諮問。

専門部会での議論を経て、８月10日、「時間額927円に引き上げることが適当である」旨の

答申を受け、９月6日に「時間額 927円」に決定。あわせて、主に以下の周知を実施。

② 最低賃金の履行確保を目的とした重点監督の実施（令和4年１月～３月）
※昨年１０月の時間額896円に改正された最低賃金額が守られているかを確認するために実施

した調査。その他、通年で実施している監督指導においても、最低賃金法違反の有無を確認し、

違反が認められた場合、その是正を指導している。

実施年度
実施

事業場数
最低賃金法第４条

違反事業場数

違反の主な理由
適用された
最低賃金額

適用される最低賃金額を知らなかった

令和3年度 246事業場 20事業場（8.1％） 5事業場（25.0％） １時間 896円

令和2年度 160事業場 14事業場（8.8％） 4事業場（28.6％） １時間 868円

令和元年度 320事業場 37事業場（11.6％） 5事業場（13.5％） １時間 866円

① 地方公共団体 ← 広報誌やＨＰへの関連記事の掲載を県及び全市町に依頼。

② 事業主団体等 ← 関連ポスターや助成金パンフレットの会員への配付を依頼。

③ 機関誌を発行する団体 ← 機関誌への関連記事の掲載を依頼。

④ 報道機関 ← 諮問・答申・決定の都度、迅速に報道発表。

答申を報道機関に対し公開
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説明資料の修正箇所一覧 

 

 
 
 

 
 
 

 

 

14 ページ 
 正：民間企業に雇用されている 
 誤：民間企業雇用に雇用されている 

24 ページ 
 正：６ 女性活躍の推進 
 誤：５ 女性活躍の推進 

25 ページ 
 正：７ 仕事と家庭の両立支援の推進 
 誤：６ 仕事と家庭の両立支援の推進 



 

 
 
 

 

27 ページ 
 正：Ｒ４．３ 
 誤：Ｒ３．３ 

33 ページ 
 正：時間額円に引き上げる 
 誤：時間額９２７円に引き上げる 
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